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1. 研究動機と研究目的 

1.1. テレワークやワーケーションの実施度合いについての疑問 
2020 年 3 月以降、わが国で新型コロナウイルス感染拡大が本格化して以降、感染拡大防

止策の柱として政府が推進している施策の一つがテレワークである。しかし、「テレワーク

（学生では「オンライン講義」と置換してもよい）を行っているか？」という問いや、「身

近にテレワークをしている人を知っているか？」という問いには「はい」と回答したとし

ても、「身近にワーケーションを行っている人を知っているか？」という問いに「はい」と

回答できる人は極めて少ないのではないかと考える。 

1.2. 本格化した時期 
テレワークやワーケーション施策がいつから本格的に始まったかについても正確に認識

されているとは言えない。1.1.の背景から、コロナ禍（2020 年 3 月）以降であるという認

識が多いと推察されるが、実際にはコロナ禍以前の 2017 年 7 月より「テレワーク・デイズ」

として推進されてきており、感染拡大防止はテレワークやワーケーションの本来の目的で

あるとは言えないのではないだろうか。 

1.3. 研究動機と研究目的 
2.以降で述べる通り、テレワークやワーケーションは新型コロナウイルス感染拡大以前

から存在し、かつ国や地方自治体で取り組まれてきた施策であり、大都市圏での企業への

就業を維持しつつ、地方での業務を可能とする観点から、交流人口の拡大、地方創生に資
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する施策になり得るものである。テレワークとワーケーションの現状を正確に把握し、地

方が抱える課題を様々な政策分野の具体的な取り組みの分析を通じ、あるべき姿を考察し

たい。 

2. 定義 

2.1. 「テレワーク」とは何か 
テレワークとは、情報通信技術(ICT = Information and Communication Technology)を

活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のことである。注 1) 

「tele = 離れた所」と「work = 働く」をあわせた造語であり、テレワークは働く場所に

よって、自宅利用型テレワーク(在宅勤務)、モバイルワーク、施設利用型テレワーク(サテ

ライトオフィス勤務など)の 3 つに分けられる。注 1) 

具体的には 

① 在宅勤務 自宅にいて、会社とはパソコンとインターネット・電話・ファクス等で連

絡をとる働き方 

② サテライトオフィス勤務 勤務先以外のオフィススペースでパソコンなどを利用した

働き方。一社専用で社内 LAN がつながるスポットオフィス、専用サテライト、数社の共同

サテライト、レンタルオフィスなどの施設が利用され、都市企業は郊外にサテライトを、

地方企業は都心部にサテライトを置く。 

③ モバイルワーク 顧客先や移動中、オフィスなどの決められた場所以外で、パソコン

や携帯電話を使う働き方 

といった働き方がある。一般には①が「テレワーク」であると想起されがちであるが、②

や③が可能な施設、交通機関も増加しつつある。 

2.2. 「テレワーク」の効果 
テレワーク導入済みの多くの企業では、計画的に・戦略的にテレワークを導入し、様々な

課題の解決を図っている。テレワークは、環境負荷軽減や雇用創出など、社会にとっても

大きな効果がある。テレワークの効果は多岐にわたるが、下記の７つに集約できるとされ

る。注 2) 

① 事業継続性の確保（BCP） 

② 環境負荷の軽減 

③ 生産性の向上 

④ ワーク・ライフ・バランスの実現  

⑤ 優秀な社員の確保 

⑥ オフィスコスト削減 

⑦ 雇用創出と労働力創造 

しかし、大半は会社（経営者）視点の効果であり、交流人口拡大の観点では、従業員視点

の効果である④に注目すべきであろう。 
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2.3. テレワークの起源 ワーク・ライフ・バランスの観点 
1.2.で述べた通り、テレワーク推進の施策はコロナ禍以前より行われており、2017 年 7 月

24 日の「テレワーク・デイズ」注 3)には約 1000 社の大手・団体が参加していた。「テレワー

ク・デイズ」の目的の一つは働き方改革であり、2.2. ④ワーク・ライフ・バランスの観点

での施策であったといえる。さらに、首都圏では 2020 年 7 月に開催が予定されていた、東

京オリンピック・パラリンピック期間中の都内混雑緩和を目的にした実証実験でもあった。 

2.3. コロナ禍とテレワークの変容 事業継続性の確保（BCP）の観点 
 しかし、2020 年 2 月にわが国においても新型コロナウイルス感染拡大が明確になり、そ

の後の緊急事態宣言によって、テレワークは「強制的にやらざるを得ないもの」となって

しまった事業者が多いのは紛れもない事実である。この意味で、テレワークは 2.2.①事業

継続性の確保（BCP）の観点での施策に変容していった。 

2.4. 目指すべき方向性 
以上のような経緯から、事業者や多くの従業員は「テレワーク」＝「コロナ禍だからや

るもの」という意識が浸透した結果、緊急事態宣言解除や今後見込まれる after コロナで

「テレワークをやめてしまう」ケースが予想されている。 

しかし、本来のテレワークの効果である②～⑦を目指すために、after コロナこそ取り組

みを加速すべき政策と考える。 

2.5. 「ワーケーション」とは何か 従業員側の効果 
リモートワークの推進、定着によって、「仕事に対する考え方の変化」が生まれ、その先

に「生き方の変化」も見られるようになってきている。その表れとして、「ワーケーション」

「地方移住」「デュアルライフ」「パラレルキャリア」といった、場所に囚われない生き方

が挙げられ、従業員側（ワーケーションをする側）の効果として捉えることができる。 

特に、本レポートで考察対象とする「ワーケーション」とは、「Work」（労働）と「Vacation」

（休暇）を組み合わせた造語である。観光地やリゾート地でテレワーク（リモートワーク）

を活用し、働きながら休暇をとる過ごし方を指し、在宅勤務やレンタルオフィスでのテレ

ワークとは区別される。政策上、働き方改革と新型コロナウイルス感染症の流行に伴う「新

しい日常」の奨励の一環として位置づけられている。 

2.6. 「ワーケーション」とは何か 受け入れ側の効果 
ワーケーションを受け入れる側においては、コロナ禍前の 2019 年 11 月 18 日、全国 65

自治体で「移住未満・観光以上」の受け入れ推進に向けて「ワーケーション自治体協議会」

注 4)が設立されている。 

受け入れ側にとっては、以下①～⑨のメリットが考えられ、事業者側やワーケーション

をする側にはない地方創生や観光の観点でのメリットがある。 

①人の流入を増やす 

首都圏に集まる労働者層を地方へ流す施策である。働き盛りの世代は、就業先がある

首都圏に集まる一方、地方では空き家問題や人口減少が課題になっているが、ワーケ
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ーションは、首都圏から地方へ人の流れを作り出す方法のひとつになりえる。 

②地域活性化 

ワーケーションを行うと、宿泊や観光、ワークスペースのレンタルなど、ワーカーに

よる消費を促進することができる。人の流入があると、その地域の活性化にもつなが

る。 

③雇用創出 

ワーケーションを行うことにより、雇用を創出することができる。具体的には、宿泊

施設や観光地、コインランドリーやコワーキングスペースの運営者、Wi-Fi 環境整備事

業者などが必要となる人材雇用である。 

④地域のブランドイメージを上げる 

ワーケーション導入を全国にアピールすることによって、地域をブランディングしワ

ーケーション以外でも地域のイメージアップにつなげることができる。 

⑤移住者が増える 

ワーケーションで、その土地を訪れて何日か滞在し、住民と交流することで、その土

地を気に入って移住を検討する人も少なくない。テレワーカーや「ノマドワーカー（決

まった場所に滞在せず、仕事場を転々とする人）」が増えている昨今、どこにいても仕

事ができる環境も、移住を促進させる要素になっている。 

⑥口コミで観光客を増やす 

ワーケーションで、地方各地に首都圏在住のテレワーカーが出向き、また首都圏に戻

ってその良さを広めることで、ワーケーション以外の観光客も増やすことができる。 

 ⑦企業との提携チャンスを得る 

自治体がワーケーションを促進することで、ワーケーションに興味がある企業は業務

提携としてさらに自治体とのコラボレーションを企画する可能性がある。航空会社や

地元旅行会社と提携しワーケーションプランの企画を行なっている自治体もある。 

⑧自治体の特産品や観光地アピール 

ワーケーションのプランやテレワーカー誘致のポイントとして、自治体の強みを最大

限活かすことができる。有名な観光地や大自然、温泉やビーチなどを PR し、ワーケー

ション利用者を呼び込む。満員の通勤電車で通い都会で仕事をしていては味わえない

仕事環境を提供することができる。 

⑨地域住民との交流促進 

移住（定住人口拡大）にもつながり、ワーケーションを導入することによってその土

地の住民との交流も促進することができる。そこから新たな事業や雇用が生まれる可

能性がある。 
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3. テレワーク・ワーケーションの現状 

3.1. 事業者側 
3.1.1. 事業者側の行動変容 

では、コロナ禍で実際どのくらいテレワークが浸透したのであろうか。まず事業者側（テ

レワークを導入する側）の行動変容から考察する。 

【図 1】企業の地方移転意向注 5) 

 

【図】によると、企業の東京都への転入超過数は、2020 年には８社と、過去 10 年間で最

少となった。一方、地方拠点の拡充・強化を実施・検討している企業は増加しており、そ

の具体的な内容としては、既存事業所の機能拡充のほか、サテライトオフィスの整備・活

用やワーケーションの実施を検討している企業が多くなっている。 

3.1.2. 事業者側のオフィスのあり方意向 
次に、テレワーク浸透度合いと相関性が高いと考えられる、オフィス面積の実績とその

理由を考察する。 

【図 2】オフィスのあり方の意向注 6) 
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オフィスの面積について、2021 年春（６月実施）の調査で、「過去１年に縮小した」「縮

小を検討中」と答えた企業が 16％となっており、前年春に比べ倍増している。一方、オフ

ィス面積縮小の理由として、「テレワークにより必要面積が減る」をあげた割合が 58.8％で、

最も多くなった。特に賃料水準が高い大都市圏において、テレワーク推進がオフィス面積

縮小と大きな相関があることが分かる。 

3.2. 従業員側 
【図 3】テレワークの実施状況注 7) 

 

コロナ禍で実際どのくらいテレワークが浸透したのか、次に従業員側（テレワークを行

う側）の行動変容を考察する。 

【図 3】によると、テレワーク実施率は、2020 年４月の最初の緊急事態宣言後一度低下

したが、2021 年４～５月には３割程度に上昇、東京 23 区では半数以上がテレワークを実施

している。テレワーク実施頻度を見ると、16.8％の人が週５日以上テレワークで勤務して

おり、テレワーク実施者のうち、７割以上が引き続きテレワークを行いたいと回答してい

る。 

4. 地方（住⺠・行政・従業員・事業者）の課題と仮説 

以上 1.～3.で考察した通り、現状の「テレワーク」「ワーケーション」は決して本来の効

果を実現しているとはいえず、浸透も不十分であると考える。After コロナを見据えて「テ

レワーク」「ワーケーション」の持続可能性を考えた場合、従業員を取り巻く３つの主体で

ある住民・行政・事業者のいずれかのみが受益をしたり、損害を受けたり、取り残された

りすることはあってはならず、「三方よし」の状態を実現する必要があると考える。 
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【図 4】あるべき姿のイメージ 

 

以上を踏まえ、5.以降で地方創生(総務省)を中心に、働き方改革（内閣府）、観光（観光

庁)、交通（国交省）環境（環境省）といった政策課題を分析し、「テレワーク」「ワーケー

ション」施策のあるべき姿を考察する。 

5. 働き方改革の観点 沖縄テレワーク推進事業費 

先述した「テレワーク・デイズ」を所管し、働き方改革の観点から政策を進めているの

が内閣府である。「ワーケーション」についての具体例として、「沖縄でテレワーク」注 8)施

策が先行している。 

同施策では、「沖縄テレワーク推進事業費補助金」として、2020 年度より県外企業の沖縄

進出や県内外の企業の働き方改革・企業価値向上に資するため、沖縄県内の既存施設の改

修によるテレワーク施設の整備や施設の活用を支援する事業を実施している。 

3.4 億円/年の予算額で、2021 年度までの 2 年間にわたり、テレワーク施設の整備やその

活用に関する活動費に対し 10 分の 8 を助成する制度である。県内外企業の働き方改革以外

にもワーケーションによる観光客の沖縄滞在日数延長も目的となっている。 

事業に先立つ 2 年前の 2018 年度に「沖縄における県外企業の長期滞在型テレワークの誘

致及び導入検討調査」が行われた。「冬季の避寒、春先の花粉症対策、夏季のワーケーショ

ン」という特徴があるとし、サテライトオフィスや長期滞在型テレワーク誘致により、滞

留人口の増加、観光客とは異なる消費活動、空き施設、空き店舗の活用、滞在型施設の稼

働率向上等の地域経済波及効果が期待できるとしている。 

【図 5】沖縄テレワーク推進事業 
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6. 地方創生の観点  

6.1. 地方移住とテレワーク 
次に、主たる考察対象となる地方創生の観点を考える。人口減少に対する最も大きな効

果がある地方移住とテレワークの関係について分析する。 

【図 6】地方移住への関心注 9) 

 

地方移住への関心はコロナ禍以前に比べ高まっており、38.1％が関心を持っている。20

代では、48.2％が関心を有しており、若い世代の関心の高いことが分かる。地方移住への

関心理由としては、25.4％がテレワークによって地方でも同様に働けるようになったこと

を挙げており、懸念点として、「仕事や収入」を挙げる人が約半数に上っている。 

6.2. 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

第 2 期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）注 10)では、「地方への定住・定着

の推進」の施策として、地方移住の推進（地方創生テレワークの推進）、「地方とのつなが

りの構築」の施策として、関係人口の創出・拡大（オンラインによる関係人口など、新た

な関係人口の創出・拡大）が掲げられた。 
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【図 7】第 2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）概要 

 

6.3.「関係人口」とは何か 
第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版）によると「関係人口」とは、

「特定の地域に継続的に多様な形で関わる者」と定義されている注 11)。ワーケーションだけ

が関係人口ではないが、具体的な取り組みを下表に挙げる。 

「関係人口関係人口の創出・拡大」について、以下の通り示されている。ワーケーショ

ンのような現地を訪れる形以外にも、オンライン関係人口なども含まれる。 

【抜粋】第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020 改訂版） 

（1）関係人口関係人口の創出・拡大
注 12)

 

地方の暮らしを体験する、地方と都会の暮らしを使い分ける、ボランティア等で定期的に関わるといった取組に加え、

オンライン関係人口など必ずしも現地を訪れない形での取組等も含め、東京などの都市部の人材による地方における事

業活動を通じた関わりを拡大・深化させることが重要である。また、副業・兼業、テレワーク、ワーケーションといっ

た多様な形で地域と関わりを持つ都市部の人材が、地域にはない知識・知見を広く共有・活用する等、関係人口は地域

ごと、人ごとに多様な形態があるものと捉えることが重要である。 
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【図 8】「関係人口」の取組例注 13) 

関係先自治体 取り組み 関係元地域 取り組みの様子 

島根県邑南町 廃線跡地でトロッコ列車を走

らすイベントを実施 

広島市など 

  

茨城県笠間市 酒米田んぼのオーナーとな

り、生産者や地域を応援する 

首都圏など 

  

新潟県十日町市・

津南町 

地域イベント「大地の芸術祭」

に関わる 

首都圏など 

  

 

6.4. 地方活性化企業人 
関係人口の中で地域課題の解決のために、その課題の本質を追究する人材を派遣する制

度があり、「地方活性化企業人」制度注 14)と呼ばれる。 

【図 9】地方活性化企業人制度の仕組み 

 

「地方活性化企業人」とは、地方圏への人の流れを創出することに向けて、三大都市圏に

所在する事業者の社員が、地域独自の魅力や価値の向上につながる業務に従事するという

総務省の定めた制度である。事業者が社員を派遣し自治体と協働することによって、自治
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体（行政）と事業者双方の発展を目指すものとなる。 

具体例として、島根県邑南町は㈱ぐるなびと「食を通じた地域経済の発展等」をテーマ

に連携協定注 15)を結び、ぐるなび社員 1 名が地域活性化企業人として邑南町に派遣されてい

る。現状となりたい姿から、関係人口の創出をはじめとする取り組むべき課題を明確化し、

㈱ぐるなびが邑南町の課題に内部から一緒に取り組むことでお互いの課題解決を目指す。 

【図 10】島根県邑南町と㈱ぐるなび「食を通じた地域経済の発展等」連携協定 

  

7. 観光の観点  

7.1. 観光トレンドの変化 
次に観光の観点から、ワーケーションについて考察する。コロナ禍でワーケーションの

前提となるテレワークが普及したのは前述の通りであるが、特に 20 代、30 代のワーケーシ

ョン実施希望率注 16)が高くなっている。 

【図 11】年代別ワーケーションの実施希望とワーケーションの事例（長崎県五島市） 

 

長崎県五島市では、子連れワーケーションに対応すべく、行政と連携して保育園の枠の

確保等の取り組みを行っている。 

五島市最大の島・福江島には空港があり、羽田空港から最短 3 時間（長崎か福岡で乗り

継ぎ）で到着する。人口約 3 万 4000 人（市全体で約 3 万 6000 人）、島を車で一周約 3 時間

という規模の自治体である。 

20 代、30 代から UI ターン先として注目を集めており、五島市は数年、20 代、30 代の若

い世代を中心に年間 200 人超が移住、2019 年には、同地域の人口がピークだった 1955 年以

降初の「社会増」となった。注 17) 

移住理由として多いのは、「子育てがしやすい」「プライベートの過ごし方が充実してい

る」「地域の人が優しく親切」であり、5 年定着率 80%（地域おこし協力隊の定着率は全国
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ベースで 60％ほど）と、交流人口から定住人口化に成功しているのが特徴である。 

2019 年 5-6 月には、「リモートワーク実証実験 in 五島列島」として、実証実験イベント

が開催され、地域交流型ワークショップ、マインドフルネスセミナー、ヒューマニティ研

修等に加え、保育園の一時利用、小学校の体験入学が行われている。2021 年 1 月には、「島

ぐらしワーケーション in GOTO（GWC2021）」として、更に民泊体験、島しごと体験、島あ

そび体験、アウトドアスクール（年中〜小学校 6 年生）、お子様見守りサービス（0-3 歳）

など、子連れワーケーションを視野に入れた取り組みが継続されている。注 18) 

7.2. ワーケーション推進のための施策 
ワーケーションは仕事と旅行の両立を可能とし、平日への旅行需要の分散化や密の回避

につながる。ワーケーション促進のため、事業者・自治体双方の施策が必要である。注 19) 

事業者（送り手）については社内規定整備等、自治体（受け手）については Wi-Fi 環境

の整備等を進める必要がある。 

事業者側・自治体側双方にとって、その地域ならではの価値（滞在環境や社会・文化体

験、地場産業等）を作り上げることが求められる。 

【図 12】ワーケーションの意義と事例、環境整備 

 

8. 交通の観点 

8.1. 鉄道事業者 
ワーケーションは、主に三大都市圏の事業者から地方部に向けた双方向の移動が伴うた

め、ワーケーション先と最寄りの鉄道駅（おもに新幹線）・高速バスターミナル・空港との

アクセスが重要となる。 

JR 東日本が軽井沢エリア（東京駅から新幹線で 1 時間強）で、西武ホールディングス（プ

リンスホテル）とワーケーションに関する包括提携を行っている。注 20) 

JR 東日本の「新幹線オフィス」はリモートワーク空間の提供であり、乗車だけでは関係



14 
 

人口増加につながらないため、ワーケーションには該当しないが、到着駅での行動を喚起

する可能性がある。 

【図 13】JR 東日本 ワーケーションの推進、新幹線オフィス 

  

ワーケーションではないが、東急グループでは、コワーキングスペースを展開するコイ

ンスペース㈱ が、2020 年 10 月に東急田園都市線青葉台駅直結の商業施設「青葉台東急ス

クエア」に出店注 21)している。東急電鉄沿線は他路線に比べ都心部に通勤通学する鉄道利用

者の割合が高く、テレワーク、リモート講義化が進む環境化でも選ばれる沿線となるため

の施策といえる。 

8.2. 航空事業者 
ANA では、熊本空港や能登空港などで航空・現地交通・テレワーク施設・宿泊をパッケー

ジにしたプランを提供している。 

【図 14】ANA ワーケーション「熊本」、「能登七尾」注 22) 

 

通常の観光目的のパッケージツアーでは、土日祝日、大型連休、旧盆、年末年始といっ

た繁忙期の首都圏発着に需要が集中する傾向にあるが、ワーケーションでは平日や閑散期

も含めた期間のプランが設定できるため、需要の平準化の観点で航空事業者にもメリット

がある。 

ただし、8.3 に示す通り、鉄道駅と異なり空港はテレワーク施設や通信環境等の整った市

街地に近接しているとは限らないため、空港から市街地へのアクセスや 8.4.で示すような

出社頻度に応じた検討が必要となる。 

8.3. 想定対象エリア例 
首都圏から新幹線、飛行機での移動時間 1 時間を目安にすると、広いエリアが対象とな

る。 
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【図 15】新幹線 東京駅 200～250km 圏（乗車時間 1 時間強） 

 新幹線 東京駅 200～250km 圏 

（乗車時間 1 時間強） 

北陸新幹線 軽井沢、佐久平 

上越新幹線 上毛高原、越後湯沢 

東北新幹線 那須塩原、新白河 

東海道新幹線 三島、新富士 

【図 16】航空機 羽田空港 500km 圏（搭乗時間 1 時間） 

航空機 

（エリア） 

羽田空港 500km 圏 

（搭乗時間 1 時間） 

 

東北 大館能代、秋田、庄内 

北陸 能登、富山、小松 

近畿 南紀白浜 

中国・四国 鳥取、徳島 

ただし、飛行機の場合、空港から就業先や滞在先がある中心市街地への距離も重要な要

素であり、搭乗時間 1 時間圏を外れていても想定エリアとなる可能性がある。例えば福岡

空港は博多駅まで地下鉄 2 駅 5 分でアクセス可能であり、羽田空港までの飛行時間 1 時間

45分および搭乗手続きに必要な30分、羽田空港から東京駅へのアクセス30分を加えても、

3 時間程度の時間距離となる。 

【図 17】国内空港市街地からのアクセス（羽田空港からの直行便がある空港に限る） 

順 空港名称 所在地 設定市街地 最短アクセス 時間(分) 費用(円) 

1 福岡空港 福岡県 博多駅 地下鉄 5 260 

2 岩国錦帯橋空港 山口県 岩国駅 バス 10 200 

3 那覇空港 沖縄県 県庁前駅 モノレール 12 260 

4 萩・石見空港 島根県 益田駅 バス 12 330 

5 宮崎空港 宮崎県 宮崎駅 JR 13 350 

6 松山空港 愛媛県 松山駅 バス 15 460 



16 
 

7 三沢空港 青森県 三沢駅 バス 16 350 

8 紋別空港 北海道 紋別バスターミナル バス 17 0 

9 神戸空港 兵庫県 三ノ宮駅 ポートライナー 18 330 

10 南紀白浜空港 和歌山県 白浜駅 バス 20 360 

11 富山空港 富山県 富山駅 バス 20 410 

12 函館空港 北海道 函館駅 バス 20 450 

13 鳥取空港 鳥取県 鳥取駅 バス 20 460 

8.4. 出社頻度とテレワーク・ワーケーション先の距離 
8.3.において新幹線・航空機とも移動時間 1 時間（駅・空港から、ワーケーション先お

よび就業先への移動を含めて正味 2 時間～2 時間 30 分程度）を対象範囲としたが、出社頻

度が 2 回/週、1 回/週、2 回/月、1 回/月と低下するにつれて、目安としての移動時間 1 時

間を大きく超えても許容されることが推察できる。本レポートで触れた五島市や沖縄県も

首都圏からの移動時間は 3 時間を超える。 

出社頻度が下がれば下がるほど、主たる生活の基盤はワーケーション先となり、もはや

リロケーション（定住）に限りなく近づくこととなる。一方、受け入れ側の自治体におい

ても Wi-Fi やオフィススペースといったハード面だけでなく、住民との交流や教育、医療、

福祉といった地域社会への参画、行政サービスという面での対応も必要となる。 

国境を跨いだテレワーク・ワーケーションは、法制度や出入国管理の観点からわが国で

は現実的な選択肢ではないが、10.4.で示す通り独自のビザ制度を導入する国があり、近隣

諸国（韓国、台湾、中国等）との間の将来的な可能性として地方創生の域を超えた検討対

象になり得るのではないだろうか。 

9. その他の観点（環境、農林水産）農泊 

2020 年 6 月に㈱百戦錬磨が行った調査注 23)によると、コロナの影響で、60％の人が三密を

避け解放的な農山漁村への旅行を希望しており、特に20代、30代はその傾向が顕著である。 

近隣への旅行（マイクロツーリズム）やワーケーション、リモートワークの目的地とし

ても農泊のニーズが高まっており、農泊推進により農山漁村地域における課題解決も期待

されている。 

【図 18】農山漁村地域における共通課題と農泊で期待される効果注 23) 
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10. 海外の事例 

10.1. 米国 
「ワーケーション」という働き方の起源は、2000 年代の米国で生まれたものだと言われ

ている。インターネットが急速に普及し始めた時期、米国のホテルやリゾート施設などで

コピー機やファックスなどが置かれた「ビジネスセンター」が設けられるようになり、ビ

ジネスセンターには専門のスタッフが常駐するところが増加していく。米国のリゾート施

設は、企業の研修や保養所として利用されることも多く、一般のオフィスと変わらない水

準の通信設備が整っていることが一般的であり、ホテルなどで仕事を行った後は家族と休

暇を楽しんだり、家族が楽しんでいるときに仕事をしたりといったワーケーションスタイ

ルが生まれたものと考えられている。 

海外ではワーケーションや「デジタルノマド（旅をしながらいつでもどこでも働けるモ

バイルライフスタイル）」で仕事をする労働者も珍しくなく、ビジネスとレジャーが融合し

た「ブリジャー」という考え方も根付いている。ブリジャーは、出張先で仕事を終えたあ

とにそのまま休暇の取得ができる制度である。 

米国では、新型コロナウイルス感染拡大以前が浸透、労働者の約半数がリモートワーク

の可能な仕事に就き、更にその約半数がリモートワークをしていると言われている。 

リモートワーク人口の多さは、ワーケーション普及にも繋がりわが国より米国の有給休

暇取得率が高い理由の一つになっていると考えられる。 

特に IT やニューメディア、バイオテクノロジー、通信などの分野の業界が集中している

ニューヨーク（マンハッタン）やサンフランシスコ、ロサンゼルスといった大都市ではコ

ワーキングスペースが充実、仕事で利用する人の割合も高くなっている。 

10.2. 欧州 
欧州では、リモートワークは「e-work」と呼ばれており、米国と同様に新型コロナウイ

ルス感染症の流行以前から推奨されてきた。欧州でリモートワークが推奨されてきた背景

には、2000 年前後に失業率が高くなったことが影響している。特に若年層の失業率の高さ

は深刻な状況となり、経済成長と雇用を促進する目的で、ICT を活用した e-work が進めら

れてきた。 

e-work を推進する欧州では、リゾート地などのバケーション先にもコワーキングスペー

スやテレワークセンターの設置が増えており、休暇を楽しみながら仕事もするというワー

ケーションが定着してきている。 

10.3. 韓国 
欧米では浸透しているワーケーションだが、アジアではあまり定着していないのが現状

である。 

韓国では、リモートワークを「スマートワーク」と呼んでいる。リモートワークを行政

の指導のもと推奨するという動きはあるが、実際にはリモートワークの導入は普及してい
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ない。韓国の雇用文化は日本と似ており、出社や上司との対面のコミュニケーションを重

視する傾向が強く、リモートワークやワーケーションという働き方が浸透するまでは、も

う少し時間が必要であると言われている。 

10.4. ワーケーションを誘致するビザ制度 
海外ではワーケーションを誘致する観点から、「リモートワークビザ」や「ノマドビザ」

を発行している国があり、下表の通りである。G7 先進国はドイツのみであり、IT 産業が盛

んな北欧・東欧の国や中東、中米の国が制度を導入しており、中東を除くアジア諸国で導

入している国はない。 

【図 19】ワーケーションを誘致するビザ制度導入国注 24) 

リモートワークビザ発給国 エストニア、アイスランド、ドバイ、ジョージア等 

ノマドビザ発給国 ドイツ、コスタリカ、メキシコ、ポルトガル、チェコ等 

11. おわりに ワーケーションをリロケーションへ 

以上考察した通り、テレワークやワーケーションは様々な政策分野が関連し、それぞれ

見込まれる政策効果がある。 

しかし、例えば従業員一人の「ワーク」だけでなく、家族で生活の基盤とする「リロケ

ーション」を実現するためには、ワーケーションに適した施設だけでは不足がある。また、

ワーケーション自体に興味がある人が多くても、現状は「クリエイティブな仕事」「大企業

で収入に余裕がある人」で自分には関係ないことと思われがちである。パソコンと向き合

って「ワーク」して終わり、では単身赴任との境界が曖昧になってしまうことから、「バケ

ーション」として、その土地に興味を持ってもらえる仕掛け作りが不可欠となる。 

ワーケーションを受け入れる住民や自治体、ワーケーションを行う従業員と事業者が「三

方よし」となるために、ワーケーション、テレワーク、リアルなワークのメリット・デメ

リットを踏まえたベストミックスな政策を、コロナ禍の一過性の取り組みにせず「できる

人」、「できるところ」から段階的にテレワーク、ワーケーションの施策を推進していくこ

とが重要であると考える。 

 

以上 
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